
国立大学法人総合研究大学院大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成21年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成21年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,261 11,916 4,606
715
24

（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,762 10,104 3,906
606
146

（都市手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,741 10,104 3,906
606
125

（都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,023 1,880 143 （通勤手当）
※

千円 千円 千円 千円

2,005 1,880 125 （通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

B監事
（非常勤）

前職

A監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

学長の本給月額及び特別手当（賞与）の額を平成21年人事院勧告に準じて
引き下げた。

理事の本給月額及び特別手当（賞与）の額を平成21年人事院勧告に準じて
引き下げた。

役員給与規則により、特別手当（賞与）の額について、学長は業務評価結果に応じてこれ
を増額し、または減額することができることとしており、平成21年度は標準額とした。

理事（非常勤）の本給月額を平成21年人事院勧告に準じて引き下げた。

該当なし

監事（非常勤）の本給月額を平成21年人事院勧告に準じて引き下げた。



３　役員の退職手当の支給状況（平成21年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、具体的な業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事

摘　　要法人での在職期間

法人の長

理事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成21年度における給与制度の主な改正点

賞与：勤勉手当
（査定分）

基準日（12月1日）以前の期間（当年4月1日以降基準日まで）における勤務
評定の結果等を踏まえた勤務成績に応じて決定される支給割合（成績率）
に基づき支給される。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容
本給月額
（昇給）

勤務評定の結果等を踏まえ、一定期間を良好な成績で勤務したときに、上
位の号俸に昇給させることができる。

本給月額
（特別昇給）

勤務評定の結果等を踏まえ、勤務成績が特に良好である場合、上位の号
俸に昇給させることができる。

本給月額
（昇格）

勤務成績が良好で、かつ昇格基準に達している場合、その者の資格に応じ
て、1級上位の級に昇格させることができる。

中期計画を踏まえ、限られた運営費交付金の範囲内で人件費を削減しつつ業務を行う必
要があることから、事務組織においては業務の合理化・簡素化等を積極的に推進するとと
もに、教育研究組織においては教育研究の水準を確保しつつ、人件費削減を図るため任
期を付した教員や上級研究員の雇用制度を活用する等の戦略的かつ効果的な資源配分
を行い、計画的な人件費管理に努めている。

国の交付金による雇用にかかる社会的説明責任に鑑み、一般職の職員の給与に関する
法律（昭和25年法律第95号）の適用を受ける国家公務員給与に準拠しつつ他の国立大学
法人の給与水準を考慮し、本学の立地や円滑な人事交流の促進等に配慮した補正を
行っている。

教員・事務職員の勤務評定を実施し、昇給、特別昇給、昇格及び勤勉手当の成績率の判
定にあたっては、勤務成績等を考慮して実施している。

平成21年の人事院勧告及び他の国立大学法人の動向を考慮して給与規則を改正した。
主な改正点は下記のとおり。
・一般職本給表及び教育職本給表の一部月額改定。
・期末手当の支給率について、６月期は100分の140から100分の125、12月期は100分の
160から100分の150（特定幹部職員にあっては、6月期は100分の120から100分の110、12
月期は100分の140から100分の125）とする改正。
・勤勉手当の支給率について、100分の75から100分の70（特定幹部職員にあっては、6月
期について100分の95から100分の85）とする改正。
・所有に係る住宅手当について、月額2,500円を廃止。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

42 41.7 6,851 5,115 196 1,736
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 38.0 5,673 4,247 207 1,426
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 51.0 9,796 7,285 168 2,511

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 40.2 3,131 2,313 77 818
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 40.2 3,131 2,313 77 818

〔年俸制適用者〕

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 37.9 4,466 4,466 25 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 40.8 6,351 6,351 99 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 36.9 3,838 3,838 0 0

非常勤職員

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注：在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分について及び常勤職員の区分のうち、医療職種（病院
医師）、医療職種（病院看護師）、非常勤職員の区分のうち、教育職種（大学教員）、医療職種（病院医師）
及び医療職種（病院看護師）については該当者がないため記載を省略した。

区分 人員 平均年齢
平成21年度の年間給与額（平均）

総額

うち所定内

注：常勤職員、在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分について及び非常勤職員の区分のうち、事
務・技術、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については該当者がないため記載を省略し
た。
注：「上級研究員」とは、葉山高等研究センターの研究プロジェクトに従事するため、任期付きで年俸制に
より雇用される職種を示す。

うち所定内 うち賞与

上級研究員

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

事務・技術

事務・技術

教育職種
（大学教員）

区分

常勤職員

人員 うち賞与平均年齢
平成21年度の年間給与額（平均）

総額



②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

0

3 47.2 8,705

2

11 40.5 5,503 5,846 6,178

1

11 30.8 3,491 3,811 4,296

1

0

1

　　　　・専門職員

　　　　・専門職

注：課長の該当者は4人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の
第1・第3分位については表示していない。局長、課長補佐、主任、主幹、専門職員及び専門職の該当者は2名以
下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与の平均額は表示していない。

　　　　・係長

　　　　・主任

　　　　・係員

　　　　・主幹

　　　　・局長

　　　　・課長

分布状況を示すグループ 平均年齢

　　　　・課長補佐

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及び再任用
職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均人員

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注：年齢40～43歳及び48～51歳の該当者は4人以下のため、第1、第3分位については表示していない。年齢24
～27歳、32～35歳、44～47歳及び52～55歳の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるお
それのあることから、年間給与については表示していない。

　代表的職位

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３
歳

２４－２７
歳

２８－３１
歳

３２－３５
歳

３６－３９
歳

４０－４３
歳

４４－４７
歳

４８－５１
歳

５２－５５
歳

５６－５９
歳

0

5

10

15

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職
員）

人
千円



（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

7 56.9 9,525 10,925 11,756

4 43.3 8,143

1

注：年齢36～39歳、40～43歳、44～47歳、48～51歳、52～55歳及び56～59歳の該当者は2名以下のため、当該
個人に関する情報が特定されるおそれがあることから年間給与については表示していない。

　代表的職位

　　　　・教授

　　　　・准教授

　　　　・助教

注：准教授の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第
1・第3分位については表示していない。助教の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、年間給与の平均額は表示していない。

人員 平均分布状況を示すグループ 平均年齢
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３２－３５
歳

３６－３９
歳

４０－４３
歳

４４－４７
歳

４８－５１
歳

５２－５５
歳

５６－５９
歳

0

5

10

15

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人
千円



③

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級

標準的 係員 係員 係長 課長補佐 課長 課長 課長 事務局長 事務局長

な職位 主任 室長
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

30 5 7 12 3 1 2
（割合） (16.7%) (23.3%) (40.0%) (10.0%) (3.3%) (6.7%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

30～24 42～28 52～37 48～43 ～ ～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,010～
2,317

3,365～
2,628

5,140～
3,895

5,405～
4,990

～ ～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,009～
3,113

4,544～
3,527

6,952～
5,302

7,336～
7,093

～ ～ ～ ～ ～

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級

標準的 教務職員 助教 講師 准教授 教授

な職位
人 人 人 人 人 人

12 1 4 7
（割合） (8.3%) (33.3%) (58.3%)

歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ 45～39 64～48

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～
6,341～
5,639

9,186～
6,849

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～
8,672～
7,729

12,225～
9,505

注：2級における該当者が1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の
事項について記載していない。

注：5級及び6級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～
最低）」以下の事項について記載していない。

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

（教育職員（大学教員））

人員

年齢（最高
～最低）

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

 職級別在職状況等（平成22年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)



④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

63.7 69.5 66.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.3 30.5 33.2

％ ％ ％

         最高～最低 36.8～35.5 30.9～29.7 33.7～32.4

％ ％ ％

64.1 65.8 65.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.9 34.2 35.0

％ ％ ％

         最高～最低 36.8～33.5 43.1～29.0 40.4～31.7

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

63.5 69.4 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.5 30.6 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 36.8～36.3 30.9～30.4 33.7～33.2

％ ％ ％

63.9 69.7 67.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.1 30.3 33.0

％ ％ ％

         最高～最低 36.8～35.3 30.9～29.6 33.7～32.3

賞与（平成21年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



⑤

98.7

109.7

104.3

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 105.0

参考 学歴勘案　　　　　　 96.5

地域・学歴勘案　　　104.6

Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）)

　○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　100.3
　　（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平
成21年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数であ
る。
前年度の国家公務員に対する事務・技術職員の比較指標は96.9で、当年度1.8増加した。また、
教育職員（大学教員）の国家公務員との給与水準の比較指標は前年度の101.4から、1.1ポイント
減少した。
　主な要因としては、教職員の定員数が少なく、一人の教職員の給与支給状況の変更で変動を
生じやすいことに加え、職員全体にしめる他の国立大学法人との人事交流者の割合が高いこと
及び、教職員については欠員補充の状況により、比較指標の対象となる教職員が年度毎に相応
数変更となるため、比較指標に変更を生じるためである。

対国家公務員　　98.7

内容

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　80.6％
（国からの財政支出額　1,970,000,000円、支出予算の総額　2,443,000,000
円：平成20年度予算）
【検証結果】
対国家公務員比較指標は98.7であり、本学の給与水準は概ね適切なものと
なっているが、職員全体に占める他の国立大学法人との支援交流者等の
割合が高いため、地域勘案指標が105.0と高くなっている。

　給与水準の適切性の
　検証

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一））

対他の国立大学法人等（事務・技術職員)

（教育職員（大学教員））

退職手当支給額

81,065 68,782
福利厚生費

注：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る
費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表付属明細書の「（17）役員及び教職員の給与
の明細」における非常勤職員の合計額と一致しない。
退職手当支給額の比較増減率については前年度に支給が無いため表示しない。

(53.2%)

(81.1%)
非常勤役職員等給与

356,616 196,953 159,663

(53.4%)890,906 199,705

区　　分

指数の状況

310,316(28.9%)691,201

給与、報酬等支給総額
△ 5,324

33,083

最広義人件費

0 (△7.4%)33,083 △ 2,662

28,16412,283 (17.9%)

(267%)259,442

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教
育職員（大学教員））

(－)

425,466420,142

中期目標期間開始時（平
成16年度）からの増△減比較増△減

(△1.3%) 25,372 (6.4%)

項目



総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

478,749 416,319 445,143 425,466 420,142

△ 13.0 △ 7.0 △ 11.1 △ 12.2

△ 13.0 △ 7.7 △ 11.8 △ 10.5

Ⅳ 法人が必要と認める事項

　本学の人件費については、業務費に対する比率が全国立大学中最も低く、平均を大幅に下回っていること
から、健全な財政環境にあると言える（国立大学財務・経営センター（平成20年度決算））。今後も、教育・研究
環境を改善、発展させるための人的資源活用に適切な経費を投入する必要がある。そのため、平成17年度か
ら平成20年度までの検討を踏まえ、中期計画期間中及び、平成18年度に検討した10年間の人件費所要額等
についての見直し及び検討を昨年度に引き続き行った。
　また、政府の総人件費改革の実行計画等を踏まえ、平成18年度から引き続いて5年間で5％以上の人件費削
減を達成するため、平成18年度に検討した計画案についても平成20年度に引き続き再度検討を行い、平成19
年度に制定した特定有期雇用職員制度を活かし引き続き弾力的に教員を雇用した。なお、業務の一部につい
ては前年度までと同様に派遣職員を活用することとした。
　今後、定年退職者等の補充時期の弾力化や不補充、業務の見直しによるアウトソーシングの推進及び有期
雇用制度の活用等についてさらなる検討を行う。

①「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」の増減要因について
　平成20年度については、平成19年度末の人事異動等による後任補充の抑制及び採用時期の
調整をすることにより、平成19年度より4.4％の減となったが、平成21年度も引き続き人事異動等
による後任補充の抑制及び採用時期の調整を行い、また、平成21年人事院勧告に準じた給与
の引き下げにより、平成20年度より1.3％の減となった
　最広義人件費については、総人件費改革分の人件費が1.3％減となったが、退職手当支給額
については平成21年度は支給があったため増加し、非常勤役職員等給与については新たな外
部資金等の獲得による非常勤職員の雇用をしたことにより81.1％増となり、全体としては28.9％増
となった。
②「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に係る法律」（平成18年法律第47
号）及び「行政改革の重要方針」（平成17年度12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の
状況
ⅰ）主務大臣が中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項
　本学は、国立大学法人化当初、定員数を満たしていない状態であり、法人化後、毎年度毎の
人件費の増減を考慮しつつ教職員の雇用を行っているところであり、「給与、報酬等支給総額」
は人件費削減率の目標を達成している。削減率については欠員の補充状況等により年度毎に
増減している状態であり、教員については雇用の弾力化を図るために任期付きの教員を雇用す
る特定有期雇用職員制度を平成19年度に導入した。今後同制度による雇用を行うことにより、教
員の適正配置及び教育・研究環境の充実を目指す。また、事務職員については、役職別の定数
管理を行うとともに、業務分掌や職員配置等を随時見直すことによって、計画的な人件費の抑制
を図っている。
ⅱ）法人が中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直
しの方針
　国立大学法人化時点での定員の充足については、事務の効率化を図ることにより当初の定員
ベースを抑制して業務を遂行している。

ⅲ）上記ⅰ）及び上記ⅱ）の進捗状況

注：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）によ
る人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分をのぞいた削減率であり、平成18
年、19年、20年、21年度の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0%、0.7%、0%、
▲2.4%である。
注：基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基
礎に算出した平成17年度人件費予算相当額である。

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）
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